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現在，私たちは環境問題，エネルギー問題，資源問題，災害・事故問題

等々，さまざまな地球規模での問題に直面しており，その解決に急いで取り組

まなければなりません。しかし，その解決策を得るには，学問，また技術の裏

付けが必要です。そこで誕生したのが「エコトピア科学」です。全 5巻にわた

る本シリーズは，エコトピア科学がどのようなものであるかをわかりやすく解

説しています。

本シリーズの執筆者は，名古屋大学エコトピア科学研究所の所員および共同

研究者です。ここで，エコトピア，エコトピア科学およびエコトピア科学研究

所について説明いたします。

私たちは，安全・安心で豊かな美しい社会を将来にわたって持続的に発展さ

せていくためには，地球環境負荷を低減した環境調和型社会の実現が必須であ

ると考えました。そして，このような社会は 21 世紀の私たちが目指す理想社

会であると位置づけ，この社会を「エコトピア（EcoTopia）」と呼びます。エ

コトピアを築いて，明日の世代に手渡すことは，現代に生きる私たちに課せら

れた責務です。この実現のためには，「もの，エネルギー，情報の循環・再生

と人間との調和」を切り口にして，自然科学のみならず，人文科学や社会科学

をも含む，幅広い知の統合・融合が重要となります。このように，エコトピア

を実現させるためには，現在の地球規模での諸問題を総合的に解析し，その問

題を解くための幅広い知の統合・融合に基づく新しい科学の創成が必要になり

ました。そこでエコトピア実現に向けての新たな科学の誕生を願い，この科学

を「エコトピア科学」と名付けました。「エコトピア科学研究所」は，エコト

ピア科学をささえる材料，エネルギー，環境，情報・通信等の基盤研究分野で

従来から顕著な実績をあげてきている知と新たな文理融合型・理系横断型の知

を結集し，2006 年 4 月 1 日に名古屋大学に最大規模の部局横断型研究拠点を
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になう附置研究所として創設されました。私たちは，この創設以来エコトピア

の実現を目指す知の拠点として，この新しい科学の創成に挑んでおります。

本シリーズは，エコトピア科学がどのようなものであるかを知っていただく

ため，第 1 巻「エコトピア科学概論」，第 2 巻「環境調和型社会のためのナノ

材料科学」，第 3巻「環境調和型社会のためのエネルギー科学」，続巻の「環境

調和型社会のための環境科学」，「環境調和型社会のための情報・通信科学」の

5巻構成になっております。第 1巻においてエコトピア科学について入門して

いただき，第 2巻以降で各論を学んでいただきたく考えております。

最後に本書および本シリーズを刊行するにあたり，「エコトピア科学プロジ

ェクト」を手がけられ，本書のきっかけを作られたエコトピア科学研究所の初

代所長の松井恒雄名誉教授，副所長を務めました伊藤秀章名誉教授，北川邦行

教授，片山新太教授，現職の田中信夫所長，大日方五郎副所長，片山正昭副所

長に，また編集・刊行に御尽力いただきましたコロナ社に心より御礼申し上げ

ます。

繰り返すようですが，エコトピアを築くことは，現在に生きる私たちの責務

であります。次世代にエコトピアを手渡すため，本シリーズに皆様の御支援を

よろしくお願いいたします。

2012 年 3 月

編集委員長 高井 治

本シリーズは名古屋大学エコトピア科学研究所の編集書籍として発行を開始

し，これまでに 1，2 巻を発行しましたが，2015 年 10 月 1 日よりエコトピア

科学研究所が未来材料・システム研究所へ改組したことに伴い，３巻「環境調

和型社会のためのエネルギー科学」は，本研究所にて継続して発行することに

なりました。引き続き，本シリーズをご愛読ください。また，新体制の未来材

料・システム研究所への一層のご支援をよろしくお願いいたします。

2015 年 11 月

未来材料・システム研究所 所長 興戸 正純

ii 刊行のことば
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現代の社会は，膨大なエネルギーを消費することで成り立っている。この物

質的に豊かな社会を維持する，あるいはさらに発展させるためには，持続的な

エネルギー源が不可欠である。ここで「持続的」とは，長期間継続的に使用す

るのに十分な量があり，かつ長期間継続的に使用しても地球環境に致命的な悪

影響を及ぼさないという意味である。しかるに，現代のエネルギー消費の大部

分を支えている化石燃料は，いずれは枯渇する。しかも現在進行している地球

温暖化の元凶とも言われている。

では，将来，どのようなエネルギー源を使ってどのような社会を築いていく

べきだろうか？ この問いについては，政治や経済から個人の価値観に至るさ

まざまな要素が関係しており，科学のみで答を出すことはできない。しかしな

がら，エネルギー問題について，科学的事実を無視した議論が散見されるのも

事実である。そのような議論はやはり不毛と言わざるを得ない。

そこで本書では，科学的な見地から，新しい持続的エネルギー生産技術，新

しいエネルギー変換技術，新しいエネルギー輸送・貯蔵・利用技術について，

原理と特徴，開発の現状，および今後の課題を解説した。紙数に限りがあるの

で，関連技術を網羅することは意図していない。特に，対象とするエネルギー

が少量にとどまる技術については，思い切って割愛した。ただし，現役の研究

者が執筆にあたっていることを生かすため，各執筆者が実際の研究で見出した

興味深い話題について，あえて紙数をさいて紹介したところもある。

本書が持続可能な環境調和型社会を築くための議論の一助となれば幸いであ

る。

2015 年 10 月

著者を代表して 長﨑 正雅
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序

エネルギーの未来に向けて

知っておくべきこと

現代の社会は，きわめて大量のエネルギーを消費することで成り立ってい

る。図 11) は，わが国における 2013 年度 1 年間のエネルギーの流れを示した

ものである。最終エネルギー消費量は 1.398 4×1019 J であり，これを 365 日

×24 時間 日×3 600 秒 時間（=3.153 6×107 s）で割れば，最終エネルギ

ー消費速度として 4.43×1011 W（=443 GW），さらに 2013 年の日本の人口 1.

272 98×108 人2) で割れば，一人当りの最終エネルギー消費速度として 3.48

kW人という値が得られる（ちなみに，生物としての人間のエネルギー消費

速度は 100 W人程度である）。かなり強烈な値だと思うがいかがだろう？

kWという単位から電力を連想し，「えっ？ うちではそんなに電気使って

いないよ？」と思う人もいるかもしれない。しかし，図 1を見ればわかるよう

に，家庭の消費電力量は全消費電力量の 30 ％，最終エネルギー消費量の 7％

にすぎない。すなわち，日本全体では，家庭で使用している電力量の 14 倍の

エネルギーを消費しているのである。消費量に損失量を加えた一次エネルギー

供給量を見れば，さらにその 1.5 倍である。

では，この大量のエネルギーをどうやってまかなっているのだろうか？ 図

21) は，一次エネルギー国内供給の推移を示したものである。東日本大震災

（2011 年 3 月）の前でも，一次エネルギー供給量の 80 ％以上をいわゆる化石

燃料（石炭，石油，天然ガス）に頼っていた。震災後，原子力発電所が停止し

たためにその割合はさらに大きくなり，2012 年度以降は 90 ％を超えている。

しかも，日本はその化石燃料のほぼ全量を輸入しているのである。

化石燃料以外の一次エネルギーは，図 2では「原子力」，「水力」，「新エネル

コ
ロ

ナ
社



2 エネルギーの未来に向けて知っておくべきこと

（
注
3）
　「
石
油
」
は
，
原
油
，
N
G
L
・
コ
ン
デ
ン
セ
ー
ト
の
ほ
か
，
石
油
製
品
を
含
む
。

（
注
4）
　「
石
炭
」
は
，
一
般
炭
・
無
煙
炭
，
原
料
炭
の
ほ
か
，
石
炭
製
品
を
含
む
。

（
注
5）
　「
自
家
用
発
電
」
の
「
ガ
ス
」
は
，
天
然
ガ
ス
及
び
都
市
ガ
ス
。

（
注
1）
　
本
フ
ロ
ー
図
は
，
我
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ロ
ー
の
概
要
を
示
す
も
の
で
あ
り
，

　
　
　
　
細
か
い
フ
ロ
ー
に
つ
い
て
は
表
現
さ
れ
て
い
な
い
。

（
注
2）
　「
未
活
エ
ネ
」
は
廃
棄
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
こ
と
で
あ
る
。

出
典
：
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
1
)
（
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
が
「
総
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
統
計
」
を
基
に
作
成
)

図
1
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
バ
ラ
ン
ス
・
フ
ロ
ー
概
要
（
2
0
1
3
年
度
）
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ギー・地熱等」に分類されている。太陽光，風力，バイオマス（生体由来有機

物）等の自然エネルギーは，すべて「新エネルギー・地熱等」に含まれる。か

なり身近になってきた太陽光発電や風力発電も，量的に見れば「その他諸々」

のエネルギー源の一つにすぎない。

化石燃料は，太古の植物が太陽エネルギーを有機物として固定したことに由

来する。現代に生きるわれわれからすると，過去何億年にもわたる「貯金」が

残されている状況である。したがって，当然のことながら使えばなくなってし

まう。原子力発電の燃料であるウランも，地球誕生時に存在していたものが残

っているだけであり，やはり使えばなくなってしまう。

資源がどのくらい残っているかを示す指標の一つに可採年数がある。これは

各年末における確認埋蔵量（現在の技術的・経済的条件のもとで，確実に回収

可能と推定される埋蔵量）をその年の生産量で割った値である。表 1に世界の

化石燃料およびウランの消費量シェアと可採年数を示す。

新しい資源が発見されたり技術の進歩によって採掘コストが下がったりすれ

3

（注 1）　「総合エネルギー統計」では，1990 年度以降，数値について算出方法が変更されている。
（注 2）　「新エネルギー・地熱等」とは，太陽光，風力，バイオマス，地熱などのこと。

出典：資源エネルギー庁ウェブサイト1)（資源エネルギー庁が「総合エネルギー統計」を

基に作成)

図 2 一次エネルギー国内供給の推移
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ば，可採年数は増加する。取引価格の上昇も可採年数を押し上げる要因であ

る。逆に，経済発展で需要が高まり生産量が増えれば，可採年数は減少する。

その結果として，例えば石油の可採年数は，1980 年代以降ほぼ 40 年程度で推

移してきた。最近数年は，むしろ増加する傾向にある1)。しかし，残っている

資源が減少していることに変わりはなく，ひとたび確認埋蔵量の増加と生産量

とのバランスが崩れれば，一気に枯渇に向かう可能性がある。実際，石炭の可

採年数は，中国の消費量の急激な増加などによって，2002〜 2007 年の 5 年間

で 199 年から 124 年へと，じつに 75 年(38 ％)も減少した4)。

また，原子力については，消費量シェアが低いことに注意する必要がある。

高速増殖炉，トリウム燃料炉，海水からのウラン回収等の新しい技術が実用化

されない限り，必ずしも化石燃料より資源が豊富とはいえない。

一方，太陽エネルギーは，われわれの時間感覚からすると無尽蔵といってよ

いだろう。持続可能な社会を実現するためには，その利用を進める必要があ

る。ただし，無尽蔵といっても，単位時間当りに得られる量すなわちエネルギ

ー生産速度には限りがある。ここで生産とは，いわばわれわれのエネルギー供

給・消費システムの外にあったものを内に持ってくるプロセスである。太陽エ

ネルギーについては，地球に降り注いでいる太陽放射のエネルギーを，電気や

燃料などの利用できる形態に変換するプロセスである。

では，太陽エネルギーのエネルギー生産速度は，日本ではどれくらいなのだ

ろうか？ 以下で大まかに見積もってみよう。地球と太陽の平均距離におい

て，太陽光線に垂直な単位面積に単位時間当り入射する太陽の放射エネルギー

4 エネルギーの未来に向けて知っておくべきこと

表 1 世界のエネルギー資源の

消費量シェアと可採年数

種 別 消費量シェア〔%〕 可採年数〔年〕

石油 32.3 53

天然ガス 23.6 54

石炭 29.9 110

ウラン 4.4 124

ウランの可採年数のみ 2012 年の値3)，

ほかは 2014 年の値4)
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は，1 366 Wm2 である。そのうち，直接あるいは大気などで散乱されて地上

に到達する量は，緯度，季節，時刻，天候等によって異なるが，日本では平均

130〜 160 Wm2 程度5) である。ここでは 150 Wm2 とし，これに日本の陸地

面積 3.78×1011m2 6) を掛ければ，5.67×1013 Wという値を得る。この太陽エ

ネルギーを利用した代表的なエネルギー生産プロセスとしては，太陽光発電

（太陽電池），風力発電，バイオマスがある。

太陽光発電の場合，太陽電池の変換効率を 20 ％とすれば，その単位面積当

りエネルギー生産速度は 30 Wm2 となる（実際の太陽光発電所の単位面積当

りエネルギー生産速度は，例えば 2015 年 1 月に営業運転を開始した「メガソ

ーラーしみず」で 7Wm2 程度7) である）。一方，日本のエネルギー最終消費

速度は 4.55×1011 W であるから，かりにこれをすべて太陽電池でまかなうと

すれば，太陽電池本体だけで 1.52×1010m2=15 200 km2 の面積が必要である。

これは，日本の陸地面積の 4％，可住地面積6) の 12 ％に相当する。

風力発電の単位面積当りエネルギー生産速度は，風の状況，風車単体のエネ

ルギー変換効率に加えて，風車の設置密度に依存する。風車の風下では風の状

況が乱れるため，風車の設置密度には上限が生じる8)。その結果，単位面積当

りエネルギー生産速度は，設備容量（設計上の最大発電量）で計算しても 10

Wm2 程度9) である（日本における風力発電所の設備利用率は 20 ％程度10) な

ので，実際の単位面積当りエネルギー生産速度は 2Wm2 程度となる）。

植物系バイオマスによるエネルギー生産速度は，基本的には光合成の効率で

決まる。陸生植物の光合成の効率は，最適条件下で約 3 ％であり，日本の気候

では 1％にも満たない11)。単位面積当りエネルギー生産速度は高々 1Wm2

程度であり，太陽光発電よりもはるかに小さい（ただし，藻類の中には高い効

率で光合成を行うものがあり，その利用をめざした研究が進められている）。

なお，その他の自然エネルギー（水力，地熱，波力，潮汐力，海洋温度差

等）は，そもそもその賦存量（理論的なエネルギー生産速度）から考えて，日

本のエネルギー供給の主役にはなり得ない11)。

上述のエネルギー生産速度の見積りは，きわめて単純化したものである。そ
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れでもなお，日本で消費しているエネルギーを太陽エネルギーでまかなおうと

すれば，とにかく大きな面積が必要であることはわかっていただけるだろう。

食料生産その他の土地利用とのバランスも考えつつ，そのような広大な土地を

確保することは，日本のように国土が狭くかつ平地が少ない国では，きわめて

困難な課題である。陸地だけでは非現実的であり，海上・海洋を活用すること

も必要と思われる。

核融合についても一言触れておこう。核融合炉はいまだ研究段階にあり，実

用化の見通しは立っていない。しかしながら，重水素同士の核融合反応（D-D

反応）を用いる核融合炉が実現されれば，燃料は海水から採ることができ，事

実上無尽蔵となる。太陽や地球の営みとは関係のない人為的なエネルギー源と

して，唯一，持続的とみなせるものである。

もちろん，その他のさまざまな小規模分散型エネルギー源が無意味というわ

けではない。特に，大規模なシステムに比べて災害に強いことは重要な利点で

あり，災害時に最低限の生活や社会機能を維持するエネルギー源として期待さ

れる。また，一人当りのエネルギー消費速度の小さい発展途上国では，エネル

ギー消費のそれなりの部分をまかなえる可能性もある。ただ，現時点での知見

に基づくと，日
・

本
・

の
・

エネルギー生産に量的に大きな貢献が期待できる国産の持

続的エネルギー源は，太陽光と風力しかない。将来性に注目しても，バイオマ

スと核融合が加わるだけである。このことは強調しておきたい。

図 0.1 からもう一つわかるのは，供給量と消費量に大きな差があることであ

る。その最大の原因は，火力発電における損失である。燃料の燃焼によって得

られた熱エネルギーを，発電機を回転させるための運動エネルギーに変換する

際には，熱源の温度で決まる理論的な限界（カルノー効率）がある。そのた

め，例えば東京電力の火力発電所の平均熱効率は，2014 年度でも 48.1 ％（低

位発熱量基準）にすぎない12)（原子力発電所の熱効率はさらに低く，例えば

東京電力柏崎刈羽原子力発電所の熱効率は，34 ％程度13) である）。熱エネル

ギーの半分以上は，電気に変換されずに廃熱として環境に放出されているので

ある。また，図 1には現れていないが，輸送用燃料の持つエネルギーのかなり

6 エネルギーの未来に向けて知っておくべきこと
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の部分が，内燃機関などで運動エネルギーに変換される際に，熱エネルギーと

して環境に捨てられていることにも注意が必要である。

これらの廃熱を減らすことあるいは利用することができれば，言い換えれば

これまでエネルギー供給・消費システムの外に捨てていたものを減らすことが

できれば，新たなエネルギー源を獲得したことと同等になる。もちろん，エネ

ルギーの生産から貯蔵，供給，消費に至るあらゆる過程について，同様のこと

がいえる。

以上のような現状認識に基づき，以降の各章では，新しいエネルギー生産技

術，新しいエネルギー変換技術，および新しいエネルギー輸送・貯蔵・利用技

術について，その原理と特徴，開発の現状および今後の課題をまとめた。

7

コ
ロ

ナ
社



1

新しい持続的エネルギー生産技術

持続的な社会を実現するためには，持続的なエネルギー源が必要である。現

在，利用あるいは開発が進められている持続的エネルギー生産技術のうち，近い

将来，日本のエネルギー供給に量的にそれなりの寄与が期待できるものは，太陽

光発電と風力発電しかない。本章では，その「二本柱」およびバイオマス，核融

合発電を取り上げる。

バイオマスには多くの種類があるが，陸上でエネルギー生産専用の植物を栽培

するのは，エネルギー効率が低いこと，食料生産と競合することから，得策では

ない。現状ではむしろ，これまで廃棄物とみなされていたものをエネルギー資源

として活用することに，バイオマスの意義がある。一方，核融合発電は，既に実

用化されている太陽光発電や風力発電と比較できるような段階にない。しかしな

がら，太陽エネルギーとは起源を異にする持続的エネルギー源として，その将来

に期待がかけられている。

1.1 太陽電池と太陽熱発電

1.1.1 太陽エネルギー

〔 1 〕 太 陽

太陽は地球から平均距離 150 000 000 km（正確には 149 597 870 kmであり，

これを 1 天文単位，1 AU と呼ぶ）も離れているが，太陽から地球には約 174

PW（1.74×1014 kW）というエネルギーが降り注いでいる（図 1.1）。

このエネルギー源は，太陽内部で 1秒間に 430 万 t の質量が熱核融合により

失われ，3.8×1026 J のエネルギーに変換されることによる。430 万 t (4.3
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×109 kg）というのは，あの小惑星イトカワの推定質量（3.5×1010 kg）の約

18 である。現在の太陽の質量はおよそ 2×1030 kg であるので，このまま太陽

が燃え続けていることができると考えれば残り約 1.5×1013 年の寿命となる。

地球の歴史はおよそ 46 億年（4.6×109 年）といわれているので，これまでよ

りもはるかに長い年数に渡って地球に太陽エネルギーを与え続けてもらえる。

太陽エネルギーとして，地球には太陽中心核から発せされた電磁波（黒体放

射）と核融合から生じたガンマー線やニュートリノが降り注ぐ。これら以外に

プロトン，α粒子などの荷電粒子からなる太陽風が地球に到達する。電磁波以

外は，地球の磁場，大気により地上への到達は大幅に制限されるので，われわ

れは幸運にも穏やかな電磁波のみを享受することができる。

〔 2 〕 黒体放射

黒体放射は，黒体（すべての波長の放射を完全に吸収する物体。それゆえ完

全な黒体の存在は難しい）から発せられる熱放射のことである。その放射エネ

ルギー Sは絶対温度 Tの 4乗に比例し，式（1.1）によって表される。

S=σT 4 (1.1)

ここで比例定数 σをシュテファン-ボルツマン定数と呼び

σ=
π2k

4

60c2ℏ3
=5.67×108 W(m2∙K2) (1.2)

である。ここで kはボルツマン定数（1.38×10
−23 JK），cは光速（3.0×108

ms），ℏ=h2πは換算プランク定数（1.05×10−34 Js）である。

1.1 太陽電池と太陽熱発電 9

太陽風

地球の磁場

地球

距離 149 597 870 km= 1 AU

太陽エネルギー 174 PW

図 1.1 太陽と地球の位置関係
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黒体放射から得られる電磁波のスペクトルは式（1.3）のプランクの法則に

より得られる。

u(λ, T)=
8πhc

λ5
1

exp
hc

λkT −1
(1.3)

u(λ, T)は単位体積，単位波長当りのエネルギー密度，λは波長である。この

エネルギー密度を利用して，スペクトルを示したものが図 1.2である。温度の

上昇とともに，ピーク波長が短波長側にシフトし，ピーク強度も増大してい

く。可視光領域（350 〜 780 nm）にエネルギーがかかってくるのが，T= 500

K 程度からである。太陽の放射スペクトルは約 5 800 K のスペクトルにほぼ一

致する。そしてこのピーク波長が可視光領域となる。図を見れば明らかなよう

に，ピーク波長がシフトするといっても横に平行移動するのではなく，温度上

昇とともにより短波長側の波長強度が増大することでピーク波長がシフトす

る。そのため，長波長側の成分は減少するわけではないので，太陽光には可視

光，赤外光と少量の紫外光が含まれる。

〔 3 〕 太陽光スペクトル

図 1.3は地上における太陽光スペクトルである。黒体放射スペクトルは連続

であるが，図 1.3 のスペクトルにはかなり凹部が認められる。（太陽および宇

10 1 章 新しい持続的エネルギー生産技術

30

25

20

15

10

5

0 2 0001 5001 0005000

T＝5 800 K

T＝5 000 K

T＝4 500 K
T＝4 000 K
T＝3 000 K

波　長〔nm〕

強
　
度
　〔
×
10
12

 Ｊ
/ｍ

3 nm
〕

図 1.2 黒体放射における温度とエネルギースペクトル
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